
◎　施策の基本情報

◎　前年度の評価の振り返り

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

目標値

実績値

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ９ 年 度 実 績 評 価 ） 

総
合
計
画
中
期
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ン

政策№ 5-1 政策名
効率的・効果的な
行政運営

政策の
目指す姿

満足度の高い行政サービスを提
供しています

人事課
施策主管
課長名

佐々木　正晴

施策№ 2 施策名
機能的な組織運営
と人材育成

施策の
目指す姿

政策課題に対応した組織運
営が行われています

関係課名 秘書政策課、総務課、商工労政課

現状と課題

・各種政策課題に対応した、あるべき組織の姿を常に模索することが必要となっています。
・さまざまな課題を解決するには、本市の区域を超えた広域的な視点による行政運営が必要です。
・専門的な知識や能力を備えた職員の育成のための専門研修や、国の機関・民間などへの派遣研修の継続が必要です。
・公平、公正な事務執行を確保するための職員倫理の徹底について、今後も継続した取り組みが必要です。
・組織的な人材育成を主眼とする人事評価制度への理解度を深め適正な運用を図ることが必要となっています。

(1)政策課題に対応した組織の構築
○行政組織の検証、見直し
　・教育委員会への相談件数の増加や相談内容の多様化・複雑化、小学校における外国語の教科化や小・中学校における特別の教科「道
徳」の導入など業務の増加が見込まれることから小中学校課を分割し学校教育課を新設するとともに、小中学校課を学務管理課に改称した。
　・職位・職責を明確にするため、組織体制を見直し、議会事務局に議事課を設置した。
　・業務の終了により、地域福祉課内の課内室である臨時福祉給付金室を廃止した。
(2)広域的な連携の推進
○近隣市町との広域連携の強化
　・県南広域振興局圏域の政策担当部課長会議、政策課題研究会において圏域市町の課題解決に向けた協議を行った。
　・岩手県の補助制度を活用し、遠野市と広域連携事業（観光情報発信、景観保全、スポーツツーリズム）を実施した。
○国や県との連携
　・県南広域振興局を中心として、圏域内市町との連携を図った。
○大学や金融機関などとの連携の推進
　・大学との連携　地方創生に向け、県内の大学・短大等とCOC＋事業を推進した。（ふるさと発見！大交流大会in Iwate 2017出展）
　・地方創生の推進に関する協定を締結した岩手銀行、花巻信用金庫、富士大学との連絡協議を行った。
○ILC誘致に対する協力
　・県等が主催する関連イベントや会議に協力・出席した。
(3)職員の育成
○各省庁や民間への派遣研修、人事交流などによる専門性の高い職員の育成、専門職員の採用
　・職員の資質向上のため、新たに環境省、農林水産省、国土交通省岩手河川国道事務所、一般財団法人自治体国際化協会、岩手県も
　のづくり自動車産業振興室への職員派遣を実施した。
　・公会計制度への対応や職員の財務分析能力の向上のため、新たに公認会計士資格を保有する財務専門監を採用した。
　・職員の法務能力の向上や増加する法務相談案件に対応するため、弁護士資格を保有する法務専門監を追加採用した。
○職員倫理の徹底を図るためのコンプライアンス研修の継続実施
　・職員倫理の徹底を図るため全職員を対象としたコンプライアンス研修を実施するとともに、管理職の資質向上を図るためリスクマネージメ
　ント研修を実施した。
○人事評価制度の適正な運用
　・人事評価のスキル向上のため、目標設定研修や被評価者研修を実施した。

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１

（前年度評価時の今後の方向性）
・各種研修の実施やＱ＆Ａの作成などにより人事評価制度の周知を図り、適正な運用につなげる。
・国の省庁や岩手県の関係各課及び関係機関等と、人事交流研修の実施に向けて調整を図る。
・広域的な視点による行政運営を目指し、県南広域振興局を中心とした県南市町との情報交換を緊密にするなど、広域的な連携を推進す
る。

（反映状況）
・人事評価にかかる新任評価者研修や目標設定研修などの各種研修を実施した。
・職員の資質向上のため、新たに環境省、農林水産省、国土交通省岩手河川国道事務所、一般財団法人自治体国際化協会、岩手県ものづ
くり自動車産業振興室への職員派遣を実施した。
・県南局を中心とした政策担当部課長会議、政策課題研究会において圏域市町の課題解決に向けた協議を行った。
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４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

番
号

事務事業名 担当課 施策への貢献度

事業内容（活動実績）
対象 意図

成果
直結度

平成２９年度の職員数は９２６人であり、花巻市定員適正化計画が目標としている数値を達成している。
1

職員管理適正化事務（一般行政経費） 人事課
一致 直結

-

A

新規採用者研修など職域に応じた研修や、管理職を対象としたリスクマネージメント研修やＬＧＢＴ研修などの各種専
門研修を実施したほか、環境省や農林水産省などへの研修派遣を実施した。

2

職員研修事業（一般行政経費） 人事課
一致 直結

-

A

岩手県の補助制度を活用し遠野市と広域連携事業を実施する。
（首都圏でのインバウンドイベント開催　2回、景観保全に伴う枯損木処理　431㎥、大会支援大会誘致のための大学等の視察受け
入れ　5団体）

3

花巻・遠野広域連携事業 秘書政策課 間接・
少数

間接・
補完

B

C

花巻市総合企画アドバイザーが有する人的ネットワークやフットワークを活用して市の課題解決を図る
（アドバイザー来市　4回）

4

総合企画アドバイザー活用連携事業 商工労政課
一致 直結

B

A

（課題）
・住民や関係者の声のほか、職員が観察する中で気づいた業務上の課題を拾い上げ、業務の改善に繋がる行政組織にする必要がある。
・市職員の業務の多様化、複雑化に対応するため、職員のさらなる資質向上を図る必要がある。
・地方創生や地域振興等の施策につなげるため、協定を締結している大学、金融機関等と情報交換を行っているものの、具体的な施策展開
につながっていない。

（今後の方向性）
・各部から行政組織のみをヒアリングする従来の方法を改め、今後は業務における課題の掘り起こしから始めることで、地方分権・権限移譲・
政策立案・AI導入・外部委託などの改善策を提案し、より望ましい行政組織のあり方を検討する。
・職員の資質向上を図るため、市町村職員中央研修所など専門機関への派遣研修の機会を増加させるとともに、市の今後の施策に関連した
関係機関への長期派遣研修について検討を図る。
・地方創生や地域振興等の施策につなげられるよう、協定を締結している大学、金融機関等との連携を図る。

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
・なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・なし

（新たに取り組むべき事業はないか）
・なし

６　施策の総合的な評価
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